
書式第 12号 (法第28条関係 )
事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書ロロ

蜘墨里凶匿!塑昼=旦観理饉世墨生二

事業の成果

令和4年度は、令和4年 11月 19日 に初の開催となつた「男性専用車両イベント」を実施する

とともに、令和5年 6月 3日に父の日に合わせ、同イベントを実施した。今後も活動をさらに活性化

させ、円滑に当団体の定例事業として国際男性デーにあたる11月 19日に近い日と6月の父の日に

近い日に行う予定とする。参加者の人数を前年度よりも多くするためにプレスリリースに力を入れる。

日常業務としては「生活保護受給支援」、「生活保護移管支援」、「弱者男性グッズの配布」にカ

をいれる。また、たこみんFMに会員を参加させ、広報活動に努める。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【222,76】 千円)

定款に配載

された

事業名

事業内容 同時 場所
従事者

人数

受憂

対象者

範囲

蛍壼

対象者

人数

事業費

(千円)

男女共同参画

社会の形成の

推進を図る活

動

公共交通機関 (都営荒川

線)を貸し切り、男性専用

車両イベントを実施した。

11月 19日

荒川区

新宿区

3 不特定

多数

不特定

多数

35.52

6月 3日

荒川区

新宿区

8 不特定

多数

不特定

多数

140.62

人権の擁護又

は平和の活動

生活保護受給及び生活保

護移管の同行、相談支援を
12月 15日 足立区 1 個人 1 2.9



の推進を図る

活動

実施した。

1月 12～

13日

杉並区 3 個人 1 7.48

2月 15日 江戸川

区

1 個人 1 2.38

4月 10日

7月 3日 新宿区 1 個人 2 4.46

人権の擁護又

は平和の活動

の推進を図る

活動

生活保護受給及び生活保

護移管の同行、相談支援を

実施した。

7月 24日

10月 16日 台東区 1 個人 2 4.14

9月 20日 中野区 1 個人 1 2.16

ラジオ放送 (た こみん F

M)に出漬し、弱者男性の

人権の擁護、生活苦等を訴

えた。

8月 ～11月

千葉県

多古町 1～ 2 不特定

多数

不特定

多数

23.1
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書式第 13号 (法第28条関係)

令和4年度 活動計算書 (その他事業が上上生場合)
利

事 業 報 告 用

単位 :円
0 質 ′lヽ 1+ 合 計目

】 腱 益

10,500
15,500
0

正会員受取会費
贅助会員受取会費

350.000
350.000
0

受
施設等受入評価益
附金

受取

共同参画社会の形成の促進を図る
の擁護又は平和の活動の推進を図人

女
権

活動事業収益
る活動事業収益

受取利息

365,収

爾
~~

】 経

222,760
63,500
115,620
27,640
16,000消耗11費

費

費用
費

給料手
役員報酬
退職給付
福利厚生

222.71

142,565

役員

水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗 7,

142.
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

日 センター特定

1単位 :円
令  顧 小 計 `合 計

1動資磨
li6,297

116.297現金預金

未収金
棚卸資産

116,297百薔合計
~:・
・①

定資産

(1丁爾影面更百肇
車両運搬具
什器備品

(西「

~雇
7面更]賢肇

ソフトウェア

借地権

て百ア■:資その他の資産
敷金

長期貸付金

【ノ

2

閣 :百杏爵
~~・
・ ・②

116,297【A】 資 産 合 計 ①十②

未払金

預り金

長期借入金
退職給付引当金

116122

175
116 ,97

116,297【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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令和4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 本弱者男性センター

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当資産はありません.

(2)固定資産の減価償却の方法
該当資産はありません。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金
該当ありません

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。
また、計上額の算定方法は、「3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。
(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式よっています。

2.事 業別損益の状況

合計

事 業

事業部門計 管理部門

男女共同参
画社会の形

成の促進を
図る活動事
業

人権の擁護
又は平和の

活動の推進

を図る活動

事業 事業

科 目
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63,500
69,000
27,640
16,000

0

142.565 365,32546.620 222,760176,140
142.565 865.32546.620 ｎ

ｖ 222.760176,140
A 142.565 175139.360 3.380 ｎ

ｖ 142,740

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
地代家賃
消耗品費
通信運搬費

その他経費計
経常費用計
当期経常増減額

内容 金額 算定方
た
い

該当なし。

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



当期増加額 当期減少額 期末残高 備考内容 期首残高

該当なし。

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は116,122円 ですが、使途が特定されている財産はありません。

したがって使途が制約されていない正味財産は116,122円 です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、会議費、旅費交通費については、従事割合に基づき按

分しています。

その他の事業に係る資産の状況

該当なし。

７

‘

Ｒ

）

期末帳簿価額減価償却累計額取得 減少 期末取得価額科 E 期首取得価額

該当なしc有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高科

該当なし。
合計

内、近親者

及び支配法
人ルの取引

科 目

計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

該当なし。(活動計算書)

活動計算書計
(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第28条関係)

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日 ン タ

単位 :円

】 督 産 罰

116,297
0

l16,297

116,297

販売用寄附物品

現金預金
手冗現金
PavPaγ銀行普通預金

116 297

パ ソコン

ソ フ ト ェ ア

車両運搬具
事業川車向

オペレーションシステム

文書編集ソフト

``

116.297【A】 贅 産 合 計 ①+②

の
~蔀

-1】  in

未払金

長期借入金

り

【|

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

116,297【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4 年度
年間役員名簿

(前事業年鷹において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は層所菫

びにこれらの■についての前事業年魔における颯日の有魚を記載した名簿)

特定非営 人 日本弱者男性セン

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
■各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

① 監事

ハナオカ タイキ 和 4年 7月 19日

和 4年 12月 20日

年 月

月

ロ

年 日
花岡 大貴

つ

● ①
監事
ウチダ キョウコ 和 4年 7月 19日

和 4年 12月 20日

年  月  日

年   月   日
内田 京子

´
｀
、

里ヽ多ハ監事

アライシ ヒロキ 和 4年 11月 19日

和 5年 11月 18日

年  月  日

年  月  日
荒石 弘輝

‘

‘ 0)。監事
クマガイ タカコ 和 4年 12月 20日

和 5年 11月 18日

年  月 日

日年   月
熊谷 貴子

Ｅ
０

⌒

t塁ジ・監事
ィィヅカ カツ 令和 4年 12月 20日

令和 5年 11月 18ロ

年   月   日

年   月   日
飯塚 勝巳

´
０ 理事 〇

ィヮサキ タク 令和 4年 ll月 19日

令和 5年 11月 18日

年   月   日

年   月   日
岩崎 拓海

理事 。監事

年   月   日

年   月   日

年 月

月

日

年 日

０
０ 理事 。監事

年 月

月

日

年 日

年  月  日

年  月  ロ

Ａ
Ｖ 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

年 日

10 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年



書式第4号 (法第 10条 。第28条関係)
設立・事業報告用

社員名簿 (令和4年度)(社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_旦杢二」腸出
―

_____

氏   名

森山 弘輝

2 熊谷 貴子

3 飯塚 勝巳

4 岩崎 拓海

5 平田 智剛

6 関 勇大

7 町田 幹夫

8 河野 佳代子

9 辻 裕人

10
特定非営利活動法人MSISK
理事長 岩崎41拓海

11 宮尾 洋輝

12 堀田 耕作



13
堀毛 俊希

「

14 花岡 大貴

       

15 高畑 敬

    

16 狩野 純―

17 宮崎 伸弥

18 野村 機

「

19 水海 武尊

_




